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019 660 660 651 事業内容の改善

・職業訓練の効果の調査方法を検討して，再犯
防止に効果があるとの検証を実施していくべき
である。
・職業訓練の種目が建設関連に偏っている傾向
があるなど，今後，社会のニーズに合ったもの
に変更していくべきである。
・この事業の目標設定を更に明確にすべきであ
る。

585 627 42 ▲31 縮減

　所見のとおり，受刑者就労支援体
制等の充実については，職業訓練の
効果の調査方法を検討するととも
に，社会のニーズ等に応じた職業訓
練種目の見直しを行い，経費削減を
図った。

要求額のうち
「新しい日本の
ための優先課題
推進枠」136

066 364 364 350 
事業全体の抜本的改善：３名
事業内容の改善：３名

・定量的な成果目標を設定し，かつ，成果管理
ができる仕組みを構築して，事業の抜本的な見
直しを行うべきである。
・人権教育と人権啓発との連携を図り，学校で
の活動を充実していくべきではないか。

352 404 52 ▲23 縮減

　所見のとおり，人権啓発活動の実
施については，効果検証結果に基づ
き，事業の見直しを行っているとこ
ろであるが，今後も更に効果検証結
果を概算要求へ反映させるととも
に，啓発活動の在り方について検討
し，成果目標の設定及び成果管理が
できる仕組みの構築について，検討
を行うこととした。
　なお，各種調達事案については，
執行実績を踏まえ，インターネット
バナー広告の単価等の見直しを行う
とともに，小・中学生新聞における
新聞広告の実施を見直し，経費を削
減した。

要求額のうち
「新しい日本の
ための優先課題
推進枠」103

1,024 1,024 1,001 937 1,031 94 ▲54 

注１．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注２．「反映内容」欄の「廃止」、「段階的廃止」、「縮減」、「執行等改善」及び「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

 　　　　「廃止」：行政事業レビューの点検の結果、事業を廃止し平成２６年度予算概算要求において予算要求していないもの。（行政事業レビュー点検以前に平成２４年度末までに廃止されたものは含まない。）

　　　　「段階的廃止」：行政事業レビューの点検の結果、明確な廃止年限を決定するとともに平成２６年度予算概算要求の金額に反映はあるものの、予算要求をしているもの。

 　　　　「縮減」：行政事業レビューの点検の結果、何らかの見直しが行われ平成２６年度予算概算要求の金額に反映を行うもの。

   　　　　「執行等改善」：行政事業レビューの点検の結果、平成２６年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、執行等の改善を行うもの。（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。「今後検討」や「～に向けて努める」などのようなものについては含まない。）　　　　　

　　　　「現状通り」：行政事業レビューの点検の結果、平成２６年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がなかったもの。（廃止、段階的廃止、縮減及び執行等改善以外のもの。）
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受刑者就労支援体制等の充実
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